













































は、戦後日本の高度成長期といわれる 1955 年～72 年の時期と重なる。
高度成長期において、鉄鋼の紐付取引の需要市場としては、造船、自動車、電機の三つ





















鋼商社 A 社の OB へのヒアリング(2005 年 12 月 15 日、2006 年 6 月 8 日)、自動車メーカ
ーB 社の OB へのヒアリング(2005 年 6 月 27 日)、日本鉄鋼連盟へのヒアリング(2006 年
12 月 20 日)である。
2. 自動車用鋼材の流通経路と相対取引関係
2.1 流通経路










































6 鉄鋼商社 A 社の OB へのヒアリング(2005 年 12 月 15 日)。

















































15 鉄鋼商社 A 社の OB へのヒアリング(2005 年 12 月 15 日)。








日産 川鉄 60％、富士 20％
東洋工業 川鉄 31％、富士 26％
三菱 ―
いすゞ 富士、日本鋼管、八幡
プリンス 富士 55％、八幡 10％、日本鋼管 10％、住金 10％
日野 日本鋼管 35％、住金 15％、富士、八幡
出所：隅谷三喜男編(1967)『鉄鋼業の経済理論』日本評論社、p.48(元の資料は、金属研究調査会『鉄鋼
調査週報』)。






















17 日産は川鉄の株式も 150 万株保有していた(隅谷三喜男編(1967)『鉄鋼業の経済理論』日本評論社、
p.47)。ただ、日産は、八幡製鉄からの鋼材調達も皆無ではなかったという。例えば、表 1 の元の調査に
よれば、日産は鋼材の 5％を八幡製鉄から調達したとされる。









前掲の表１で確認できるように、1960 年代前半において、トヨタの 2 位の調達先は東
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表 2 自動車企業の鋼材調達先別構成比(1976年)
単位：％
トヨタ 日産 東洋工業 三菱自動車 いすず自動車
新日本製鉄 41.4 27.5 48.5 33.7 56.1
日本鋼管 41.5 28.7 9.5 13.4 14.4
住金 10.6 11.9 21.8 8.1 0.0
川鉄 0.0 26.2 21.2 41.5 29.4
神戸製鋼所 6.6 5.8 2.6 3.2 0.0













自動車生産の飛躍的な増加によって自動車用普通鋼鋼材の需要量は、1958 年度の 50 万









メリカの自動車用鋼材需要は、乗用車用 6 対商用車用 1 の割合であり、イギリスではその
比率が 3 対 1 位の割合であったのに対して、日本では、逆に、58 年現在 1 対 3 であった28。
まだこの時期までは、自動車産業の先進国と違って、日本では、トラック、バスなどの商
用車が自動車鋼材需要の中心になっていたのである。







1958 年 1959 年 1960 年 1961 年 1962 年 1963 年
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
トラック 23.4 17.6 14.6 13.8 10.7 9.4
バス 6.7 6.3 5.3 4.7 4.1 5.5
乗用車 13.1 20.9 24.5 23.3 25.0 25.7
小形トラック 11.3 7.8 6.1 5.5 5.0 8.9
軽四輪車 0.0 1.7 3.2 4.2 6.5 10.8
自動三輪車 19.5 14.3 15.2 16.0 15.4 6.9
自動二輪車 6.9 6.5 5.7 5.2 6.2 5.4
詳細用途別
その他 19.2 24.9 25.3 27.4 27.1 27.5
形鋼 3.8 3.4 16.8 4.7 3.0 2.7
棒鋼 3.0 5.2 3.8 3.8 2.9 2.6
厚板 33.3 31.8 23.2 27.6 23.2 18.1
広幅帯鋼 2.0 1.3 0.9 1.9 2.0 2.9
薄板 51.7 53.5 39.1 54.6 61.1 66.5
帯鋼 2.8 1.8 1.3 3.4 3.8 3.0
鋼管 2.0 1.3 0.9 1.9 2.0 2.9
品種別
その他 0.2 0.2 0.1 0.0 0.1 0.4
出所：鉄鋼用途別統計委員会『鉄鋼用途別受注統計年報』。
しかし、その後、変化が現われた。表 3 によれば、1958 年～63 年の間に、トラック用、
小型トラック用の比重が低下する代わりに、乗用車用、軽四輪車用の比重上昇が著しかっ
た。例えば、58 年に、自動車用鋼材のうちの乗用車用の比重は 13.1％にすぎなかったが、
63 年には、25％を超えている。軽四輪車の比重も、58 年には 0 であったのが、63 年に
10％以上に上昇した。
そして、表 3 の下段で、自動車にどのような品種の鋼材が使われたかをみれば、1958
年には、自動車用鋼材における厚板の比重が 3 分 1 であったが、63 年には 2 割を切った。
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表 4 自動車用普通鋼鉄材の所要量構成比(1964年頃)
単位: %
薄板 厚板 棒鋼 その他 計
小形乗用車 76.4 11.1 8.6 3.9 100.0
小形トラック 54.3 26.5 11.3 7.8 100.0
普通トラック(シャシー) 21.9 42.2 27.1 8.8 100.0
軽トラック 66.7 22.2 4.9 6.2 100.0
バス(シャシー) 3.6 57.4 34.1 4.9 100.0
車体用(バス、トラック) 57.5 21.3 3.2 18.0 100.0
合計 56.1 23.7 12.5 7.6 100.0
注：合計には、その他、補修用、三輪車などを含む。
資料：隅谷三喜男編(1967)『鉄鋼業の経済理論』日本評論社、p.45(原資料は、自動車工業会と小型自動
車工業会の 1964 年 2 月調べ)。







表 5 によれば、1959～63 年の間に、薄板の需要先としての自動車の比重が 23.5％から
33.5％に上昇して30、なおかつ、薄板の最も大きい需要先が自動車用であった。
こうして、自動車用鋼材の需要の急増は薄板類の生産急増に連動した。例えば、薄板類
の生産は、1965 年頃に 50 年の 11 倍に達しており、特に、自動車向け需要の急速な増大
を背景に 59 年から 62 年にかけて急激に伸びた31。鉄鋼メーカーにとって、自動車用薄板
市場が極めて重要な市場として浮上したのである。









1959 年 1960 年 1961 年 1962 年 1963 年
建設補修 6.6 6.5 6.6 6.7 6.4
産業用機械 5.7 5.5 5.3 3.8 4.6
電気機械 17.0 14.5 13.7 12.8 14.4
船舶製造修理 7.7 7.8 6.6 7.9 8.1
自動車 23.5 24.7 27.2 26.8 33.5
鉄道車両 1.8 1.0 1.0 0.7 0.8
容器 7.7 7.8 6.5 5.6 5.0
その他 2.8 2.1 2.2 2.1 1.9
次工程 0.7 0.7 0.6 0.8 1.0
販売業者 26.5 29.4 30.3 32.8 24.3











1958 年 4 月に、川鉄が同市場に本格参入することによって、これら先発薄板メーカー3 社
間の積極的な設備投資競争が繰り広げられた。
32 中岡哲郎編(2002)『戦後日本の技術形成』日本経済評論社、p.200。1960 年代に急速に普及された LD
転炉も、機械的性質、成形性に優れ、自動車用冷延鋼に適していた(中岡哲郎編(2002)『戦後日本の技術
形成』日本経済評論社、p.209)。
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表 6 冷延鋼板の企業別シェア
単位:％
1955 年 1960 年 1965 年
八幡製鉄 44.4 25.1 17.7
富士製鉄 33.6 16.1 14.4
日本鋼管 0.0 4.1 9.5
川崎製鉄 2.3 16.3 16.0
住友金属 0.0 0.0 5.3
神戸製鋼 0.0 0.0 6.5
6 社計 80.1 61.6 69.4
出所：飯田賢一･大橋周治･黒岩俊郎編(1969)『現代日本産業発達史 Ⅳ鉄鋼』交詢社出版局、p.583。





鋼板、63 年夏には浅絞り性に最適の低降伏点鋼板 HKT など、自動車向け鋼材の品揃えを
整えた34。川鉄は自動車などを中心に需要が急速に拡大していた冷延鋼板市場で紐付契約
の基礎を固めていった35。
こうして、60 年代前半まで、八幡製鉄、富士製鉄、川鉄の 3 社の大口需要先確保の堅塁
が固かった。
















35 川崎製鉄(1976)『川崎製鉄二十五年史』、pp.635、639 ページ；川鉄商事(1980)『川鉄商事 25 年の
歩み』、162 ページ。
















65 年頃では 30％、70 年頃 85％、75 年頃には 95％へと上昇した38。
また、薄板類のコイル化の技術的要求を充足しうる鉄鋼メーカーがそれほど多いわけで
















38 太田国明(2002)『鉄鋼流通の新次元(第 2 版)－コイルセンターのグローバル化－』創生社、p.20。
39 八幡製鉄(1981)『炎と共に－八幡製鉄株式会社史－』、p.542。なお、1950 年代後半と 60 年代前半
の鉄鋼の紐付取引の拡大をめぐる競争については、拙稿(2006)「長期相対取引と市場取引の関係について
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表 7 銑鋼一貫企業から自動車企業への月間納入鋼材の推定(1976年)
単位：トン/月
トヨタ 日産 東洋工業 三菱自動車 いすず自動車 5 社向け計
新日本製鉄 23,350 24,000 13,800 10,800 7,000 78,950
日本鋼管 23,400 25,000 2,700 4,300 1,800 57,200
住金 5,960 10,340 6,200 2,600 0 25,100
川鉄 0 22,800 6,040 13,300 3,670 45,810



























重量ベースで鋼材が 64.7％、鉄材が 18.9％を占めた41。表 8 によれば、高度成長が終了し、











乗用車 トラック バス 二輪車
銑鉄 3.2 3.3 3.9 3.9
普通鋼材 61.7 55.7 56.7 46.1
特殊鋼 16.0 20.4 19.9 20.8
他の金属 4.7 4.7 3.0 19.0
化学材料など 14.4 15.9 16.5 10.2

























45 ここでの叙述は、特に断らない限り、自動車メーカーB 社の OB へのヒアリング(2005 年 6 月 27 日)、










































営学会)第 42 巻第 4 号を参照されたい。














































53 鉄鋼商社 A 社の OB へのヒアリング(2005 年 12 月 15 日)。
54 太田国明(2002)『鉄鋼流通の新次元(第 2 版)－コイルセンターのグローバル化－』創生社、p.29。
55 ただし、車体の軽量化･小型による原単位の低下、使用鋼材の切り坂からコイルへの転換に伴う鋼材
歩留まりの向上、自動車業界における鋼材在庫管理の徹底などで、鋼材需要の伸びが自動車生産の伸びほ





























日産自動車 丸紅○ 日商 丸紅◎1 直売◎2 住商△ 直売△
東洋工業 丸紅○ 商事○ 東綿○ 直売△ 直売△ 日商◎1
いすゞ自 物産○ 日商、
岡谷◎1
商事◎2 川商○ － －










富士重工業 物産◎1 入丸○ 丸紅◎2 川商○ 住商△ －
ダイハツ － 津 田 鋼
材◎1
丸紅○ 川商○2 － －
本田技研 物産、
商事◎1
商事○2 － 川商○ － －






















































ず、48 年 7 月 1 日に、資本金 900 万円の第 2 会社「日新通商株式会社」として再出発した。その後、ト
Hosei University Repository
＜論文＞




























川鉄の直系商社の中では、1954 年 1 月に誕生した川鉄商事67が先駆であり、実は、鉄鋼
メーカーの直系商社としてもはじめてである。その後、58 年 3 月と 60 年 11 月に、それ
ヨタグループの窓口商社としての活動を行ない、56 年には、豊田通商に社名変更した (豊田通商(1991)
『人と信頼を育てて－豊田通商 40 年の歩み 1948～1989－』、pp.3、5、9、82～83)。
61 豊田通商(1991)『人と信頼を育てて-豊田通商 40 年の歩み 1948～1989-』、pp.87、91。
62 日本鉄鋼連盟(1965)『鉄鋼界』1 月号、p.40。
63 ここの川鉄の対問屋政策についての叙述は、川崎製鉄(1976)『川崎製鉄二十五年史』、pp. 89、633、
643；川鉄商事(1980)『川鉄商事 25 年の歩み』、pp.7、10、26、54 を参照する。





























の販売価格に含まれる｢内口銭｣を受取った。内口銭の水準は、1958 年 12 月から直送の場
合が価格の 3%、倉入れの場合が 5%であった。その後、問屋の取扱量の増加により 59 年
5 月からはそれぞれ 2.5%、3.5%と引下げられたが、60 年 8 月から、倉入れの内口銭が改
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表 10 豊田通商の鉄鋼売上高、鉄鋼の売上構成比の推移
単位：億円、％
1954 年 1955 年 1956 年 1957 年 1958 年 1959 年 1960 年
鉄鋼売上高 2.3 4.0 8.5 10.9 10.4 55.7 88.6
同構成比 3 4 5 6 6 21 22
注：1956 年に、社名変更する前までは、日新通商の売上高である。





商のトヨタグループ向け鋼材の取扱高が急増した。表 10 によれば、59 年に、豊田通商の
鉄鋼売上高は、前年の 5 倍近くになり、その翌年の 60 年にも、高い増加率を記録してい






















71 同比率は、その後も上昇し、1961 年に 26％、66 年に 38％、78 年に 53％になった(豊田通商(1991)
『人と信頼を育てて-豊田通商 40 年の歩み 1948～1989-』、p.201)。他方、トヨタの鋼材調達においても、








































72 日本鉄鋼連盟へのヒアリング(2006 年 12 月 20 日)。
73 太田国明(2002)『鉄鋼流通の新次元(第 2 版)－コイルセンターのグローバル化－』創生社、pp.21、24。
74 アメリカの鉄鋼問屋も大体加工センターを持っていた。
75 豊田通商(1991)『人と信頼を育てて-豊田通商 40 年の歩み 1948～1989-』、p.106。
Hosei University Repository
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広幅の鋼材を十分に提供しなかった。56 年に、国産製では、自動車側の要求する 4 フィー
ト幅薄板の 6 割しか満たさなかったという証言もある80。鉄鋼メーカーにとって、巨額の
設備投資を行なうには、将来の需要の伸びが不確実であるというリスクがあったからであ
る。また、60 年代に入って 4 フィート幅の国産薄板の供給が大幅に増えたものの、50 年
代後半までは、八幡と富士の薄板が、主に、3 フィート幅のものであり、自動車メーカー
が要求していた 4 フィート幅のものは十分に供給できなかったといわれる81。






















85 トヨペット･クラウンが生れたのは 1955 年 1 月であり、同年からトヨタはクラウンの製造ラインに本
格的なプレスラインを設置し、乗用車ボディーの内製を開始した。
86 太田国明(2002)『鉄鋼流通の新次元(第 2 版)-コイルセンターのグローバル化』創生社、p.34；中岡哲
郎編(2002)『戦後日本の技術形成』日本経済評論社、p.200。







































88 日本鉄鋼連盟へのヒアリング(2006 年 12 月 20 日)。
89 また、鉄鋼は重いので、需要家と供給者間の地理的な距離も重要な要因である。これが鉄鋼メーカー
が需要家近く工場を設ける理由であり、最近のように、世界各国の鉄鋼メーカー間の合従連衡が活発であ





























伴うものであった。例えば、60 年頃国産キルド深絞り鋼板と 70 年代後半の平均的国産深
絞り鋼板を比較すると、降伏強さは、約 22kg/ｍ㎡から約 17kg/ｍ㎡へ低下し、伸びは、









92 鉄鋼商社 A 社の OB へのヒアリング(2005 年 12 月 15 日)。
93 橋本寿朗(1991)『日本経済論』ミネルヴァ書房、p.131。














































100 太田国明(2002)『鉄鋼流通の新次元(第 2 版)－コイルセンターのグローバル化－』創生社、p.35。
101 日本鉄鋼連盟(1979)『鉄鋼界』4 月号、p.23。
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